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Ａ．研究目的 

１．背景 

強度行動障害者への支援について、平成 25

（2010）年度に始まった強度行動障害支援者養

成研修（以下、強行研修）により「障害特性の

理解」や「適切な環境調整（環境の構造化）」

等の支援をチームで一貫して行い、利用者の

QOL の向上を目指すことが重要であると全国

的に周知されている。  

しかし、研修内容が支援現場で十分には活用

されていないこと、一部の事業所や職員、家族

に負担が偏っていることが指摘されている１）。 

こうした状況を解決するため、障害福祉サー

ビス事業所内で、支援チームの中核となって実

践を動かす「中核的人材」の養成２）、事業所の

外部からコンサルテーションを行う「指導的人

材」の確保、地域の他の事業所や行政機関、教

育機関、医療機関等との「協力体制」の仕組み

づくり、これらを行う支援現場の負担感や孤立

感の解消に役立つ ICTの活用、強度行動障害の

状態が落ち着いた後の QOLにも目を向けた ICF

の活用３）等の方向性が整理されている。 

中でも、中核的人材の養成は、全日本自閉症

支援者協会が令和３（2021）年度障害者総合福

祉推進事業でモデル研修を実施した２）。しかし、

指導的人材の養成研修は実施されておらず、指

導的人材に求められる要素や養成プロセスは

明らかとなっていない。 

 

２．目的 

 本研究は、 

・すでに普及が図られている強行研修の内容

研究要旨 

本研究は、指導的人材に求める要素の詳細を明らかにするとともに、養成モデルを検討する

ことを目的に、都道府県、政令市、中核市を対象にヒアリング調査を行った。各地の強度行動

障害支援者養成研修以後の人材養成の手法は定まっておらず、国立のぞみの園が令和３

（2021）年度３）に開発した「ICTを活用した事例検討型の研修」を中核的人材の養成研修とし

て普及していくことができると考えられた。指導的人材に期待される要素としてアセスメン

トやマネジメント力などが重要であること、課題として人材の確保があることなどがあげら

れ、今後の指導的人材の養成に関して、事業所の中核的人材が、地域の中核的人材養成研修の

講師やコンサルタントとなっていくこと、スキルを高めるためにコンサルタントの現場指導

に同行する形が考えられた。ただし、整理できていない課題もあり、さらに検討を行う必要が

ある。 
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を支援現場で十分に活用できるように技術的

なアドバイスをすること、 

・一部の事業所や家族に負担が偏っている状

況を改善するためのマネジメントができる指

導的人材に求める要素の詳細を明らかにする

とともに、養成モデルを検討することを目的と

した。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は、以下の方法により行った。 

■ワーキンググループの設置 

 分担研究者および強度行動障害者支援に関

する有識者、実践者によるワーキンググループ

を設置し、調査内容の検討、結果の分析、人材

養成方法の検討等を行った。 

■アンケート調査（予備調査） 

 ヒアリング調査対象となる自治体を選定す

るため、都道府県、政令市、中核市までの計 129

自治体を対象にアンケート調査を行った。 

調査期間は、令和４年（2022）年７月 27 日

から８月 22日であった。 

調査内容は本研究への関心の有無、協力の可

否等とした。 

■ヒアリング調査 

アンケート調査の結果、本研究に関心がある

と回答した 29 自治体に加え、ワーキンググル

ープのメンバーから推薦のあった１自治体、計

30 自治体（都道府県 18 カ所、政令市４カ所、

中核市８カ所）のうち、電話による研究への協

力意向確認を行った。その結果 14 自治体（都

道府県９カ所、政令市１カ所、中核市４カ所）

から研究協力を得た。協力の得られた自治体職

員・実践者等を対象に、訪問またはオンライン

面接によるヒアリング調査を行った。 

調査期間は、令和４（2022）年 11月 10日か

ら令和５年（2023）年３月 16日であった。 

 調査内容は、自治体における強行研修以外の

人材養成の取り組み、指導的人材に求める要素

等とした。 

■倫理面への配慮 

調査の手続きについては、国立のぞみの園調

査研究倫理審査委員会で承認を得た（承認番号

04-8-01）。 

 

 

Ｃ．研究結果 

1. 強行研修以外の強度行動障害に関わる人

材養成の取り組み 

 強度行動障害者支援に関して、すでに普及

が図られている強行研修に加えて、フォロー

アップの意味合いを持つ人材養成を行ってい

たのは８自治体（表１）であり、その取り組

みは、大きく以下の３つのタイプに整理でき

た。 

① 知識・技術を補う研修 

② 事例検討を中心とした研修 

③ 支援現場でコンサルテーションを受

ける研修 

 

表１ 強行研修以外の強度行動障害に関する人材養成の取り組み状況 

 

① 知識や技術を補う研修（F・G・H自治体） 

・対象：自治体内の事業所 

・目的：受け入れ事業所の拡大 

・内容：講義・実践報告等 

・実施主体：自立支援協議会の専門部会・独自

に設定したプロジェクトチーム 

 

② の概要は表２～６、③の概要は表７を参照。 

自治体 自治体規模 人口(人) 取り組み状況 

A 都道府県 1400 万 ② 

B 都道府県 538万 ③ 

C 都道府県 185万 ② 

D 政令市 163万 ② 

E 都道府県 54 万 ② 

F 中核市 40 万 ① 

G 中核市 38 万 ① 

H 中核市 34 万 ① 
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表２ 事例検討を中心とした研修（A自治体）の概要 

研修名 強度行動障害支援アドバンス研修 実施主体 
A 自治体 社会福祉協議会（企画・運営は社

会福祉協議会内の委員会） 

目的  

・支援マネジメントや新任支援員の現場指導を行

える人材を養成する 

・事例を通して、記録、機能的アセスメント、支援

計画の作成、モニタリングの視点を学ぶ 

対象 強行研修（実践研修）修了者【定員 30 名程度】 

方法 
オンライン（全６回／研修期間約３ヶ月間、

各回２〜４週間の間隔を開けて実施） 

講師 大学教員 

内容 

・ストラテジーシートに基づく支援の計画立案に関する講義・事例検討・実践報告 

・各回グループ討議にて、計画立案・報告 

・各グループにリーダー（アドバンス研修修了者）とインストラクターを配置。リーダーはグループ討議のマ

ネジメント、助言、インストラクターはグループ全体へ助言等を実施 

・初回と実践報告に管理者の参加を義務づけている 

・課題の提出、相談等は SNSを活用して共有 

課題 

・リーダー等の派遣は社会福祉協議会加盟事業所に対し、無補償での協力依頼をしている。研修への協力は片

手間では難しく勤務調整が必要であり、事業所が多忙になると協力を得にくい 

・協力者が抜けていくこと 

・全ての受講希望にこたえられていないこと 

その他 

・研修修了者➡リーダー➡インストラクターの流れで養成 

・自治体のアドバイザー派遣事業に運営者と養成した者が派遣されている。派遣のマネジメントを行う存在が

必要 

 

表３ 事例検討を中心とした研修（C自治体①）の概要 

研修名 フォローアップ事例検討会 実施主体 C 自治体 発達障害者支援センター 

目的  

・PDCA で支援するための考え方や方法を事例の検

討を通して学ぶ 

・PDCA で支援するためのコンサルテーションの方

法を助言者の視点や助言内容を通して学ぶ 

対象 事業所の中核となる支援員【定員 20 名】 

方法 オンライン（全 6 回／期間は 6 か月間） 

講師 発達障害者支援センター・大学教員等 

内容 

・受講者 1 名の実践をモデルとした事例検討 

・氷山モデル／ストラテジーシート／支援手順書等の作成等に関する講義と実践報告に対する助言 

・各回の間に、モデル事例の事業所に訪問しコンサルテーション実施 

課題 ・有志の勉強会として、夜に実施。オフィシャルなものとしてどのように実施していくかが課題 

その他 
・自治体事業として、フォローアップ研修開催の意向があり、次年度以降の実施は検討中。６回シリーズのパ

ッケージとして行っていくことが大切 

 
表４ 事例検討を中心とした研修（C自治体②）の概要 

研修名 フォローアップ研修 実施主体 
C 自治体 知的障害者福祉協会（強度行動障

害支援フォローアップ研修実行委員会） 

目的  

・強度行動障害支援者養成研修を振り返りながら、

支援現場での困り感、つまずきの解消 

・チーム支援の取り組み方について学ぶ 

対象 

強行研修（実践研修）修了者および管理者か

ら推薦を受けた者 

【定員 50 名】 

方法 集合（全１回） 

講師 大学教員等 

内容 

・【講義】強度行動障害支援者養成研修の振り返り／アセスメントの重要性 

・【演習】氷山モデルを深める （モデル事例を活用） 

・【実践報告】チームで支援を行った事例報告 

課題 
・参加者の事例を用いた事例検討を行うには、力量のあるファシリテーターの確保が難しいため、モデル事例

での演習とした 

その他 ・特になし 
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表５ 事例検討を中心とした研修（D自治体）の概要 

研修名 強度行動障がい者支援研修事業 実施主体 D 自治体（自治体独自の研究会が企画運営） 

目的  

・行動問題の理解、障がい特性の理解と支援、記録・

評価方法等を講義で学び、実際に当事者や事業

所・学校の協力のもと、行動の機能、機能的アセ

スメントを学び、適切な行動形成支援について実

習を通して学ぶ 

対象 
サービス管理責任者・学校・事業所でリーダ

ー相当の者【定員 8 名程度】 

方法 

オンライン（全１回） 

※集合形式を交えた全 4 回を予定していた

が、コロナにより中止 

講師 
大学教員・事業所職員・発達障害者支援セン

ター職員 

内容 

・受講者の事例報告と事例検討 

※当初の予定（全４回）は下記のとおり 

・基礎講義／協力者（自閉症者）を対象に、支援の実施→修正→実施を繰り返す実践型セミナー（２回） 

・実地研修（１回） 

・事例検討会（１回） 

課題 

・研修を担う人材の育成 

・研修で学んだ内容の事業所での浸透が難しい 

・研修後のフォローアップ体制の構築 

その他 
・研究会で研修内容を検討。地域課題に合わせ内容、対象等変更。当初は初任者向けの内容であったが、令和 3

年より参加対象をリーダー層とし、受講者の事例を用いた事例検討を追加 

 

表６ 事例検討を中心とした研修（E自治体）の概要 

研修名 強度行動障がい支援者養成研修（専門研修） 実施主体 E 自治体（社会福祉法人へ委託） 

目的  

・支援現場のリーダーの養成 

・支援ツールの効果的な活用 

・PDCAサイクル（実践と振り返り）の理解と習得 

対象 強行研修（実践研修）修了者【定員 20名】 

方法 
オンライン（全６回／研修期間約３ヶ月間、

各回２〜４週間の間隔を開けて実施） 

講師 大学教員 

内容 

・ストラテジーシートに基づく支援の計画立案に関する講義・事例検討・実践報告 

・各回グループ討議にて、計画立案・報告 

・各グループにリーダー（アドバンス研修修了者）とインストラクターを配置。リーダーはグループ討議のマ

ネジメント、助言、インストラクターはグループ全体へ助言等を実施 

・初回と実践報告に管理者の参加を義務づけている 

・課題の提出、相談等は SNSを活用して共有 

課題 
・強行研修（実践研修）未受講者の申込みもあり、構造化の支援ができていない事業所もある 

・「人を出せない」等の理由で受講者が集まらず、修了者にフォローアップも含め受講を呼びかけることもある 

その他 
・研修修了者➡リーダー➡インストラクターの流れで養成 

・自治体のアドバイザー派遣事業に養成した者を活用している 

 

表７ 現場でコンサルテーションを受ける研修（B自治体）の概要 

研修名 強度行動障害スーパーバイザー養成事業 実施主体 B 自治体（知的障害者福祉協会へ委託） 

目的  

・実践的なコンサルテーション型の研修により、核

となる指導施設を養成し、生活介護事業所やグル

ープホーム等の支援力向上、受け皿の確保を図る 

対象 

保健福祉圏域ごとに１事業者で公募 

（令和４年度５事業者／令和５年度３事業者

／令和６年度２事業者） 

方法 原則月 1回のコンサルテーション 

講師 
コンサルタント派遣事業を実施している法人

（B自治体の隣県にある法人） 

内容 

・３年計画でコンサルテーションを受けながら、支援を学び、コンサルテーションに同行し、指導スキルを含

めた知識と技術を習得 

※１年目：基礎習得（実際のケースで支援方法を習得）／２年目：反復実践（実践の継続、定着させ、ノウハウ

の獲得）／３年目：指導スキルの習得（コンサルタントに同行し、教えるスキルを習得） 

その他 
・知的障害者福祉協会の自主事業にて実施していたが、協会より補助の要望があったことに加え、育成会より

支援員のスキルアップの要望があり、自治体事業として実施 
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２．指導的人材に求める要素 

 自治体職員および自立支援協議会の構成員

や強行研修の企画・運営等を担う強度行動障害

者支援の実践者が考える指導的人材に求める

要素は、主に３つあった。 

①組織のアセスメント力 

・事業所にあった支援方法の分析と提案 

・事業所での支援を回す上で必要な人への 

 アプローチ 

・利用者の個別的な障害特性や生活状況等  

 を総合的に把握できること 

②組織のマネジメント力 

・事業所を超えたネットワークづくり 

・行政・管理者・支援者等に分かりやすく 

伝えられる説明力 

・人材養成と理解、技術が乏しい支援者の 

マネジメントを両輪でできる力 

③幅広い現場経験 

・年齢、サービス種別等様々な利用者像に 

対する幅広い現場経験 

・人材マネジメントや事業所の運営経験 

・現場経験を基にした共感力 

 

Ｄ．考察 

本研究に関心があり、ヒアリングに協力した

14 自治体のうち、強行研修のフォローアップ

の意味合いを持つ人材養成を行っていた自治

体は 8自治体であり、実施方法については定ま

っていないことを本調査で把握することがで

きた。この点については、国立のぞみの園が令

和３（2021）年度に開発した３）「ICTを活用し

た事例検討型の研修」の試行と改善を、厚生労

働省の「強度行動障害を有する者の地域支援体

制に関する検討会報告書」（以下、「検討会」）
５）で提案されている中核的人材の養成研修と

して全国に普及と均霑化を図っていくことが

できると考えられる。 

支援現場での技術的アドバイスや地域の連

携体制を調整する指導的人材（「検討会」では

「広域的支援人材」とされている。）に期待さ

れる要素は、アセスメントやマネジメント力な

どが、どの自治体関係者からも重要な要素とし

て挙げられていたが、最大の課題は人材の確保

である点も共通していた。この点については、

B自治体の事例のように、中核的人材の養成研

修やコンサルテーションを受けている事業所

の中核的人材が、将来的に地域の中核的人材養

成研修の講師やコンサルタントになる人材と

なっていくというルートを描き、コンサルタン

トの現場指導に同行する形でスキルを高めて

いく形の人材養成が現実的な方法であると考

えられる。ただし、現時点では、指導的人材の

最初のモデルとなる人材の選定条件、コンサル

タントに同行して指導的人材として養成され

る者の活動に対する財政的な裏付け等が整理

できていないため、さらに検討を行う必要があ

る。 

  

Ｅ．結論 

 本研究では、各地の強行研修以後の人材養成

の現状を把握するとともに、今後の指導的人材

の養成に関するイメージを検討することがで

きた。 
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